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平成２６年度　富山県の中小企業向け主要施策及び融資制度

１　創業を考えている人への支援

　富山県では中小企業向けに様々な施策や融資を実施しています。主要施策と各機関の融資制度を
一部抜粋して紹介します。

創業・ベンチャー挑戦応援事業

　県内において創業を予定している方や創業
後間もない中小企業者の方から新規性・独自
性のある事業、または地域活性化に貢献する
事業計画を募集します。
　優秀なビジネスプランには経費の一部に対
して助成を行い、富山県における創業やベン
チャーのモデルとなる企業の育成を図るとと
もに、新事業挑戦への気運づくりを進めます。
１．対象者
　１申請から１年以内に県内で創業予定（Ｎ
ＰＯ法人の設立を含む）の方

　２県内で創業後３年以内の中小企業者（Ｎ
ＰＯ法人等を含む）

　　※ただし、子会社等実質的に他の支配下
にある方は除きます。

２．対象事業
　以下のいずれかに該当する事業を営む（も
しくは営もうとする）方
　１独自の技術やアイデアを活かした新商品
の開発または新サービスを提供する事業

　２地域貢献型事業（コミュニティビジネス）、
または中心市街地、商店街、共同店舗等
の空き店舗等を利用して行う事業で、地
域活性化に貢献する事業

　３グリーン・イノベーション（環境・エネ
ルギー分野）やライフ・イノベーション
（医療・介護分野）など、成長分野に関
する新商品の開発または新サービスを提
案する事業

　４とやま起業未来塾のビジネスプラン発表
会で入賞した事業計画に従って実施する
事業 

３．助成金額・助成率
　１製造業、建設業
　　上限２００万円（助成率１／２以内）
　２卸売・小売・飲食・サービス業等その他
の業種

　　上限１００万円（助成率１／２以内）
４．助成対象経費
　機械設備費、器具工具備品費、構築物費
（不動産の取得、自動車の取得は除く）、店
舗改装費、原材料費・仕入高、外注加工費、
委託費、知的所有権出願経費、専門家謝金、
人件費（新規雇用者に係るものに限り、かつ
対象経費の２０％以内）、広告宣伝費、その他、
富山県新世紀産業機構理事長が適当と認める
もの。
５．お問い合わせ
富山県新世紀産業機構
中小企業支援ｾﾝﾀーTEL０７６－４４４－５６０５

インキュベーション施設の提供

　情報通信環境を整備したオフィススペース
を低廉な家賃で提供します。
１．対象
　新事業分野や研究開発に取り組む企業等
２．お問い合わせ
　富山県産業創造センター
　　TEL０７６６－２６－５１５１
　富山県総合情報センター
　　TEL０７６－４３２－１１１６
　富山県産業高度化センター
　　TEL０７６６－６２－０５００
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２　新事業展開を考えている人への支援

トライアル発注認定制度

　県が認定した企業・中小企業者等の開発し
た新商品を県が試し買いし、使用後の意見を
フィードバックすることで、中小企業者の販
路開拓や商品開発を支援します。
１．対象者
　県内に事業所を有する中小企業者であって、
次に掲げる商品を県内で生産する事業者
２．対象となる商品
　申請日において、販売開始から３年以内の
ものであり、次に掲げる商品
　１県知事の承認を受けた経営革新計画に　
基づいて生産する商品

　２富山プロダクツとして選定された商品
　３富山県深層水協議会ブランドマークの使
用許諾を受けた商品

　４国、県又は富山県新世紀産業機構の助成
を受けて研究開発した商品

　５とやま起業未来塾のビジネスプラン発表
会で入賞した事業計画に基づいて生産す
る商品

　６新事業分野を開拓しようとする者が生産
する商品で、公的試験研究機関の推薦を
受けたもの

　　※サービス提供等の役務、医薬品は対象
となりません。

　トライアル発注制度の対象となる商品は、
県の機関において使途が見込まれるものでな
ければなりません。
　公共工事用資材に関しては、次に掲げる項
目のうち、いずれかに適合し、または準じて
いるなど、一定の品質を確保していることが
必要です。
　１日本工業規格（JIS）
　２富山県土木部土木工事共通仕様書、農林
水産部土木工事等共通仕様書

３．認定の効果
・認定事業者及び商品を県のHP・パンフレ
ット等にて紹介するとともに、県での率先

購入につとめます。
・県が購入した商品については、使用後の意
見をフィードバックします。

・認定事業者は、トライアル発注商品又はそ
の包装もしくは容器に、富山県トライアル
発注商品認定マークを表示することができ
ます。

・県融資制度『新事業展開支援資金（ブラン
ド力向上支援枠）』の対象企業（ただし認
定日から３年以内の企業に限る）となりま
す。

４．申請受付時期
　平成２６年７月１日～７月３１日
５．お問い合わせ
〈トライアル発注制度について〉
　富山県商工労働部経営支援課
　創業・ベンチャー係　TEL０７６－４４４－３２４７
〈公共工事用資材についての申請要件（一定
の品質）について〉
　富山県土木部建設技術企画課
　技術指導係　TEL０７６－４４４－３２９８
　富山県農林水産部農村整備課
　技術管理係　TEL０７６－４４４－３２９９
〈申請要件に関する推薦依頼について〉
　工業技術ｾﾝﾀー　TEL０７６６－２１－２１２１
　総合デザインセンター
　　TEL０７６６－６２－０５１０
　農林水産総合技術センター
　食品研究所　TEL０７６－４２９－５４００
　森林研究所　TEL０７６－４８３－１５１１
　木材研究所　TEL０７６６－５６－２９１５

 

　地域資源の活用や農商工連携による新商品
開発や新サービス開発に取り組む中小企業者
等へ資金面での支援を行います。
１．対象者
　地域資源ファンド
　　富山県内に本社を持つ中小企業者

とやま新事業創造基金（地域資源ファン
ド・農商工連携ファンド）による助成
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　農商工連携ファンド
　　１創業を行う者又は経営の革新を行う中

小企業者と農林漁業者との連携体
　　２自ら事業を行うNPO等の中小企業者

以外の者と農林漁業者との連携体
２．対象事業
　地域資源ファンド
　　技術や農林水産品、観光資源など、富山
県の地域の資源を有効に活用して行う１
～３の事業
　農商工連携ファンド
　　中小企業者と農林漁業者が連携し、双方
の経営資源を有効に活用して行う１～３の
事業

　 

３．助成金額、助成率、助成期間
　（地域資源ファンド・農商工連携ファンド共通）
　助成金額：原則として上限６００万円
　助 成 率：１／２以内
　助成期間：最長３年間

１新商品を開発しようとする事業
２新サービスを開発しようとする事業
３１又は２とあわせて販路を開拓しよ
うとする事業

４．助成対象経費
　（地域資源ファンド・農商工連携ファンド共通）
〈事業費〉
　専門家謝金、専門家旅費、職員旅費、印刷
製本費、広告宣伝費、展示会等出展料、会場
借料、保険料、通訳料、通信運搬費、産業財
産権等取得費（但し特許庁に納付される手数
料等を除く）、委託費（コンサルタント経費、
調査費等）など
〈試作・開発費〉
　原材料費、機械装置・工具器具備品費（改
良費・保守費を含む）、借損料、試験・検査
費、委託費（デザイン料、設計費、外注加工
費、コンサルタント経費、研究費等）など
５．お問い合わせ　
　富山県商工労働部
　経営支援課　TEL０７６－４４４－３２４９
　富山県新世紀産業機構　取引設備支援課
　（地域資源）　 TEL０７６－４４４－５６５０
　（農商工連携）TEL０７６－４４４－５６０２

３　企業再生を考えている方への支援

中小企業再生支援協議会

　公益財団法人富山県新世紀産業機構が中部
経済産業局から委任を受けて行う事業で、中
小企業の再生に関して、豊富な専門知識と経
験を持ったスタッフが常駐し、いつでも相談
に応じるものです。
１．対象企業
・財務上の問題（キャッシュフローの不足等）
を抱えており、金融機関から経営改善計画
の提出を求められている中小企業者。
・事業の将来性の見通し自体は明確であるが、
関係者間の調整（金融機関同士の調整等）
が必要な中小企業者。
・いくつかの事業を手がけているが、不採算
事業から撤退したいと考えている中小企業

者。
２．支援スキーム
【第一次対応】
■相談窓口において、駐在専門家による各種
アドバイスを実施します。

■関係機関を紹介します。
■専門家を紹介します。
■再生計画策定支援を決定します（第二次対
応へ）。

【第二次対応】
■「個別支援チーム」が再生計画の策定をお
手伝いします。

■金融支援内容について関係金融機関の調整
を行います。

■「再生計画」スタート後、一定期間フォロ
ーアップによる支援を行います。
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第二創業支援モデル事業

　県内の中小企業者等の後継者から新規性・
独自性のある事業計画を募集します。優秀な
ビジネスプランには経費の一部に対して助成
を行い、後継者による第二創業を支援し、県
内経済の活性化を図るとともに、新事業挑戦
への気運づくりを進めます。
１．対象者
　申請日において事業を承継して３年以内の
中小企業者等の方
　※ただし建設業を主たる事業として営む中
小企業者等の方は除きます。

２．対象事業
　以下のいずれかに該当する事業を営む方
　１新事業（事業承継前に営んでいた既存事
業と日本標準産業分類の細分類が異なる
事業）へ展開する事業

　２経営革新計画の承認を受けた事業
　３とやま起業未来塾のビジネスプラン発表
会で入賞した事業計画に従って実施する
事業

３．助成対象経費
　事業計画書提出から平成２７年２月２０日金ま
でに支払った以下の経費のうち、消費税額を
控除したもの。ただし他の助成金を受ける経
費、及び既存事業と経理上明確に区分されな
い経費を除きます。
　機械・設備費、器具・工具・備品費、構築
物費、店舗改装費、原材料費・仕入高、外注
加工費、委託費、知的所有権出願経費、広告
宣伝費、家賃等賃借費、その他、富山県新世
紀産業機構理事長が適当と認めるもの。
４．助成金額・助成率
　１製造業
　　上限１５０万円（助成率１／２以内）

　２卸売・小売・サービス業
　　上限５０万円（助成率１／２以内）
５．申込期間
　平成２６年５月８日～
　（予算額に達し次第締め切ります）
６．お問い合わせ
　富山県新世紀産業機構
　中小企業支援センター
　　TEL　０７６－４４４－５６０５

事業承継相談窓口

　中小企業基盤整備機構北陸本部では事業承
継に関する様々な相談を受けています。窓口
には、弁護士、税理士、公認会計士、中小企
業診断士などの専門家を配置して、事業承継
問題に関して無料でアドバイスや情報提供を
行っています。
１．対象者
　事業承継で様々な問題でお悩みの中小企業
者
２．内容
・事業承継に関する対策の進め方
・事業承継に関する専門家の紹介
・円滑な事業承継の進め方
・相続税額の試算
・親族外承継の注意点　　　など
３．お問合わせ
　中小企業基盤整備機構北陸　
　経営支援課
　　TEL　０７６－２２３－５５４６

４　事業承継を考えている人への支援

３．お問い合わせ
　富山県経営改善支援センター
　（富山県新世紀産業機構内）
　　TEL　０７６－４４１－２１３４
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県　の　融　資　制　度

◆設備投資の促進・新成長産業への挑戦

資　金　使　途融　　資　　対　　象資　　金　　名

設備資金
運転資金

１　事業を営んでいない個人が事業を開始する予定があるもの
２　事業を開始した中小企業者であって創業後２年以内のもの創 業 者 枠

創業支援
資 金 設備資金

運転資金

１　後継者不足等のため存続見通しがつかない中小企業者から当該事業を承継
するもの

２　相続時の資金繰りが困難なこと等により事業の存続見通しがつかない相続
人

（事業資産の取得資金、法人承継者による経営権（株式）買取資金、その他承
継事業の運営に必要な資金を対象）

事業承継支援枠

◆創業時の資金繰りを支援

※１　中小企業者の経営状況に応じて、保証料率が決定されます。なお、富山県信用保証協会におい
て、設備資金に係る事業資金の独自保証料率割引を実施しています。（平成２８年３月３１日まで）

※２　建物（土地）の取得については、事前にご相談ください。

資　金　使　途融　　資　　対　　象資　　金　　名

設備資金
（設備投資に伴う
運転資金）
※運転資金のみの
利用は不可

工場・店舗・事務所等の新増設や機械設備・事業用車両・店舗設備等を導入す
る中小企業者（駐車場・資材置場等は対象になりません）設 備 投 資 促 進 資 金

設備資金

次の施設整備等を行い、子育て支援に関する環境整備に取り組む中小企業者
１　事業所内保育施設や授乳室の設置など子育てしやすい職場環境の整備
２　商店街の段差解消や小児用トイレ・ベビーシートの設置等の子育てバリア
フリー

少子化対策枠

設備資金
（設備投資に伴う
運転資金）
※運転資金のみの
利用は不可

老朽化した生産設備から生産性又はエネルギー効率が１％以上向上する生産設
備への入替えもしくは新たに増設する中小企業者

集中投資促進枠

取扱期間
平成２８年３月３１日まで

設備資金
（設備投資に伴う
運転資金）
※運転資金のみの
利用は不可

次のいずれかの事業を営む中小企業者で、当該事業に必要な資金または産学官
連携により当該事業に係る新技術・新製品の研究開発等に必要な資金
１　再生可能エネルギー・資源有効活用に係る装置・部品等の製造業
２　医療・介護・健康関連分野の製造業
３　富山湾の海洋深層水を活用した製品の製造業
４　先端ものづくり分野（航空機、ロボット、次世代自動車、最先端IT）に係
る装置・部品等の製造業

新成長産業育成支援資金

設備資金
（設備投資に伴う
運転資金）
※運転資金のみの
利用は不可

再生可能エネルギー（太陽光、風力、中小水力、バイオマス、地熱）を利用し
た発電設備の導入を行う中小企業者

再生可能エネルギー
利 用 促 進 資 金
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融　資　申　込　先　等
融　　資　　条　　件

保証料率（※１）
（平成２６年４月１日現在）

融　資　利　率
（平成２６年４月１日現在）期間（うち据置期間）限度額（万円）

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課年０．６％保証必須年１．４５％以内

設備資金
　７年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）

３，０００
創業予定者
２，５００

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課年０．３５％～年１．０５％年１．４５％以内

設備資金
　７年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）
※設備投資に伴い、建物（土
地）を同時に取得する場
合（※２）１０年以内（１
年以内）

５，０００
（うち運転資金３，０００）
※設備投資に伴い、建物
（土地）を同時に取得
する場合（※２）１億円

※県経営支援課　０７６－４４４－３２４８

※県経営支援課　０７６－４４４－３２４８

・支払い済みの資金は、融資対象になりません。

・設備資金は、資産として計上するものが対象になります。

利用上の注意点

融　資　申　込　先　等
融　　資　　条　　件

保証料率（※１）
（平成２６年４月１日現在）

融　資　利　率
（平成２６年４月１日現在）期間（うち据置期間）限度額（万円）

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課年０．３５％～年１．０５％

年１．９０％以内

取扱期間　　　　　　
平成２７年３月３１日まで

設備資金
　７年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）
※設備投資に伴い、建物（土
地）を同時に取得する場
合（※２）１０年以内（１
年以内）

５，０００
（うち運転資金１，０００）
※設備投資に伴い、建物
（土地）を同時に取得
する場合（※２）１億円

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課年０．３５％～年１．０５％年１．３５％以内７年以内（１年以内）３，０００

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課年０．３５％～年１．０５％年１．５０％以内

設備資金
　７年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）

５，０００
（うち運転資金１，０００）

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課年０．３５％～年１．０５％年１．３０％以内

設備資金
　１０年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）

１億円
（うち運転資金１，０００）

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課年０．３５％～年１．０５％年１．３５％以内

設備資金
　１０年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）

１億円
（うち運転資金１，０００）

兼
験

券
鹸
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資　金　使　途融　　資　　対　　象資　　金　　名

設備資金
運転資金

福祉、環境、特産品の加工等、地域に貢献する事業（コミュニティビジネス）
を行う者で、有償で行われるなどビジネス要件を備えている事業者

地域貢献型事業
（コミュニティビ
ジネス）支援枠

新 事 業
展開支援
資 金

設備資金
運転資金

中小企業新事業活動促進法の認定（計画承認）を受けた事業を行う中小企業者
で、当該事業に要する資金経 営 革 新 枠

設備資金
運転資金

現在の事業と日本標準産業分類細分類が異なる事業を新たに行い、新事業の占
める割合が５年以内に１／４以上となることが見込まれる事業展開を行う中小
企業者または出資法人で、当該事業に要する資金

新 事 業 展 開
支 援 枠

設備資金
運転資金

現在の事業と日本標準産業分類細分類が異なる事業を新たに行う建設業、卸・
小売業を営む中小企業者で、当該事業に要する資金

建設業等新分野
進 出 支 援 枠

設備資金
運転資金

次のいずれかに該当する中小企業者で、当該事業に必要な資金
１　地域産業資源活用事業計画、農商工等連携事業計画に係る事業または左記
事業に係る国の補助金、とやま新事業創造基金の補助金の交付決定を受けた
もの

２　「明日のとやまブランド」育成対象に選定された事業者
３　富山県トライアル発注制度の認定を受けた事業者（認定日から３年以内）
４　富山プロダクツに選定された事業者（選定日から５年以内）

ブランド力向上
支 援 枠

設備資金
運転資金

海外市場へ進出するため、支店・営業拠点等の海外事業拠点の開設（合弁会社
等の海外現地法人の設立を含む）等を行う中小企業者
※県内事業所の規模縮小・従業員の減少を伴わないものを対象

海外市場開拓
支 援 枠

◆新事業展開・新商品や販路開拓の促進

※１　中小企業者の経営状況に応じて、保証料率が決定されます。

◆商業・商店街等の活性化

資　金　使　途融　　資　　対　　象資　　金　　名

１　商店街
　設備資金
　運転資金
２　その他
３　組合
　設備資金

１　商店街において、出店（新規・空き店舗）、店舗の改装、集配センターの設
置を行う中小商業・サービス業者

２　空き店舗への出店、店舗の改装、集配センターの設置を行う中小商業・サ
ービス業者（商店街以外のエリアを対象）

３　商店街整備計画に基づきその環境整備を行う組合

商 業 ・ サ ー ビ ス 業
活 性 化 資 金

設備資金
（設備投資に伴う
運転資金）
※運転資金のみの
利用は不可

１　新幹線開業に際して、次の効果が期待できる店舗の出店・改装を行う中小
業者（飲食業、小売業、サービス業（宿泊業を除く）、旅行業）

　①県外・海外からの誘客が期待できる取組み
　②富山県の魅力を発信する取組み
２　新幹線開業に際して、観光客等の利便性向上のための二次交通の整備を行
う中小企業者

新 幹 線 開 業
対 策 枠
取扱期間
平成２８年３月３１日まで

設備資金

（一般枠）
次の施設・設備整備等を行う観光旅館業者（中小企業以外のものを含む）
１　宿泊施設の新設、増設及び改修
２　宿泊施設の付帯施設（駐車場・店舗等）の新設、増設及び改修
３　宿泊施設整備のために行われる土地の取得
４　設備の導入及び既存設備の改善

観光旅館施設
整 備 枠

設備資金
（設備投資に伴う
運転資金）
※運転資金のみの
利用は不可

（特別枠）
次の施設・設備整備等を行う観光旅館業者
（中小企業者で富山県ホテル・旅館業生活衛生同業組合の組合員）
１　宿泊施設の新設、増設及び改修
２　宿泊施設の付帯施設（駐車場・店舗等）の新設、増設及び改修
３　宿泊施設整備のために行われる土地の取得
４　設備の導入及び既存設備の改善

※１　中小企業者の経営状況に応じて、保証料率が決定されます。なお、富山県信用保証協会におい
て、設備資金に係る事業資金の独自保証料率割引を実施しています。（平成２８年３月３１日まで）
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融　資　申　込　先　等
融　　資　　条　　件

保証料率（※１）
（平成２６年４月１日現在）

融　資　利　率
（平成２６年４月１日現在）期間（うち据置期間）限度額（万円）

商工会議所または商工会の
認定書を添えて、取扱金融
機関を経由のうえ県経営支
援課

年０．３５％～年１．０５％年１．５０％以内

設備資金
　７年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）

２，０００

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課年０．７％年１．５０％以内

設備資金
　１０年以内（３年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）

１億円
（うち運転資金１，５００）

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課年０．３５％～年１．０５％年１．５０％以内

設備資金
　７年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）

４，０００
（うち運転資金１，０００）

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課年０．３５％～年１．０５％年１．５０％以内

設備資金
　７年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）

４，０００
（うち運転資金１，０００）

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課年０．３５％～年１．０５％年１．５０％以内

設備資金
　１０年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）

７，０００
（うち運転資金１，０００）

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課年０．３５％～年１．０５％年１．５０％以内

設備資金
　１０年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）

設備資金
４，０００
運転資金
１，０００

※県経営支援課　０７６－４４４－３２４８

※県経営支援課　０７６－４４４－３２４８／県観光課　０７６－４４４－４５６５

融　資　申　込　先　等
融　　資　　条　　件

保証料率（※１）
（平成２６年４月１日現在）

融　資　利　率
（平成２６年４月１日現在）期間（うち据置期間）限度額（万円）

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課年０．３５％～年１．０５％

１　商店街
　年１．５０％以内
２　その他
３　組合
　年１．６５％以内

設備資金
　７年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）

設備資金
　１　商店街　５，０００
　２　その他　３，０００
　３　組合　　１億円
運転資金　　　　　
　１　商店街　１，０００

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課年０．３５％～年１．０５％年１．３５％以内

設備資金
　７年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）

５，０００
（うち運転資金１，０００）

取扱金融機関を経由のうえ
県観光課年０．３５％～年１．０５％

年２．１０％以内７年以内（１年以内）３，０００

年１．３５％以内

取扱期間　　　　　　
平成２８年３月３１日まで

設備資金
　１０年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）

１億円
（うち運転資金１，０００）

取扱期間　　　　　　
平成２８年３月３１日まで
兼
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資　金　使　途融　　資　　対　　象資　　金　　名

当該施設整備等に
要する設備資金

次の施設整備等を行う中小企業者
１　公害防止施設の整備
２　フロン等対策施設の整備
３　廃棄物のリサイクル施設の整備
４　地下水の保全・水資源の有効利用施設の整備
５　山岳地トイレの整備
６　温室効果ガスの排出抑制施設の整備
７　低公害車の導入　　　　　　　　　　　　　　等

環 境 施 設 整 備 資 金

設備資金立山有料道路等（桂台～室堂）で運行する路線バス又は貸切バスを自動車NOx・
PM法の基準に適合するものに買い替える中小企業者立山環境配慮バス購入資金

◆環境にやさしい社会をめざして

◆地域産業の活性化

資　金　使　途融　　資　　対　　象資　　金　　名

設備資金

次に掲げる事業を営む者で、地方公共団体等が造成した用地において、設備の
新増設を行い、事業開始後１年以内に新規雇用数が原則として５人以上となる
者（原則として中小企業）
①製造業　②卸売業　③道路貨物運送業　④倉庫業
⑤頭脳立地法関連１６業種　⑥その他知事が認める事業

企業立地促進枠

特定地域・
産 業
活 性 化
資 金

１　医薬品配置
　販売業者
　運転資金
２　医薬品
　製造業者等
　設備資金
　運転資金

（家庭薬振興資金）
１　県内に住所を有する医薬品配置販売業者等
２　県内に事業所を有する医薬品製造業者等

薬 業 振 興 枠 設備資金
運転資金

（和漢薬開発促進資金）
和漢薬を主とする医薬品の開発に必要な資金
県内に事業所を有する医薬品製造業者等

設備資金
（販売業者が購入
する懸場帳）

（懸場帳購入資金）
懸場帳の購入に必要な資金
県内に住所を有する医薬品配置販売業者

設備等資金

（薬業基盤強化資金）
事業の統合や承継など基盤強化を図るために必要な資金
１　県内に住所を有する医薬品配置販売業者
２　県内に事業所を有する医薬品製造業者

◆事業の活性化

資　金　使　途融　　資　　対　　象資　　金　　名

運転資金事業の多角化や合理化、拡大を行うことにより、経営基盤を強化し事業の活性
化に取り組む中小企業者事業活性化促進資金

※１　中小企業者の経営状況に応じて、保証料率が決定されます。なお、富山県信用保証協会におい
て、設備資金に係る事業資金の独自保証料率割引を実施しています。（平成２８年３月３１日まで）



―　　―１０

融　資　申　込　先　等
融　　資　　条　　件

保証料率（※１）
（平成２６年４月１日現在）

融　資　利　率
（平成２６年４月１日現在）期間（うち据置期間）限度額（万円）

取扱金融機関を経由のうえ
県環境政策課

元金均等月賦償還

年０．３５％～年１．０５％

年１．９０％以内

６、７の場合
年１．３５％以内

７年以内（１年以内）
個別
３，０００
団体
５，０００

取扱金融機関を経由のうえ
県自然保護課年０．３５％～年１．０５％年１．３５％以内７年以内（１年以内）４，０００

※県環境政策課　０７６－４４４－３１４１
※県自然保護課　０７６－４４４－３３９６

融　資　申　込　先　等
融　　資　　条　　件

保証料率（※１）
（平成２６年４月１日現在）

融　資　利　率
（平成２６年４月１日現在）期間（うち据置期間）限度額（万円）

取扱金融機関を経由のうえ
県立地通商課年０．４５％～年１．９０％年１．６５％以内１０年以内（２年以内）

２億円

知事特認
５億円

取扱金融機関を経由のうえ
県くすり政策課

年０．３５％～年１．０５％年２．１０％以内

設備資金
　７年以内（１年以内）
　ただし試験機械器具につ
いては５年以内（１年以
内）

運転資金
　５年以内（１年以内）

医薬品配置販売業者
運転資金　５００

医薬品製造業者等
設備資金　３，０００

（ただし試験機械器具に
ついては５００）
運転資金　１，０００

年０．３５％～年１．０５％年２．１０％以内

設備資金
　１０年以内（１年以内）
運転資金
　５年以内（１年以内）

設備資金　５，０００
運転資金　２，０００

年０．３５％～年１．０５％年２．１０％以内１０年以内（３年以内）個人　３，０００
法人　７，０００

年０．３５％～年１．０５％年２．１０％以内１０年以内（１年以内）５，０００

※県立地通商課　０７６－４４４－３２４４／県くすり政策課　０７６－４４４－３２３６

融　資　申　込　先　等
融　　資　　条　　件

保証料率（※１）
（平成２６年４月１日現在）

融　資　利　率
（平成２６年４月１日現在）期間（うち据置期間）限度額（万円）

取扱金融機関年０．３５％～年１．０５％年２．１０％以内５年以内（１年以内）３，０００

※県経営支援課　０７６－４４４－３２４８
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◆経営の安定・倒産の防止

資　金　使　途融　　資　　対　　象資　　金　　名

運転資金従業員５０人（商業・サービス業は２０人）以下の小規模事業者等（償還方法を一
括返済にする場合、同日付けの新規貸付は対象になりません）

小 規 模 企 業 等 経 営
支 援 短 期 資 金

設備資金
運転資金

従業員２０人（宿泊業・娯楽業を除く商業・サービス業５人）以下の小規模事業
者（富山市以外）一 般 小 口 枠

小口事業
資 金

設備資金
運転資金

従業員２０人（宿泊業・娯楽業を除く商業・サービス業は５人）以下の小規模事
業者零 細 小 口 枠

運転資金経済の構造的要因等により、最近３ヶ月以上１年以内の期間の売上高が前年同
期比１０％以上減少または最近時決算において経常赤字の中小企業者地域産業対策枠

経営安定
資 金

運転資金

次のいずれかに該当する中小企業者
１　最近３ヶ月の売上高または販売数量が前年同期比５％以上減少
２　原油等の売上原価依存率が２０％以上、かつ仕入価格上昇率が前年同期比
２０％以上増加、かつ、最近３ヶ月の売上高に占める原油等の仕入価格の割合
が前年同期を上回っているもの

経済変動対
策緊急融資

取扱期間
平成２７年３月３１日
まで

運転資金地域産業対策枠の要件中、最近３ヶ月以上を１ヶ月以上と緩和した要件を満た
し、商工調停士の指導を受けている中小企業者

経 営 安 定
特 別 分

運転資金

最近３ヶ月の売上総利益率または営業利益率が前年同期比５％以上減少してい
る小規模企業者
※小規模企業者とは、従業員２０人（宿泊業・娯楽業を除く商業・サービス業は
５人）以下の事業者

小 規 模 企 業
支 援 枠
取扱期間
平成２７年３月３１日まで

設備資金
運転資金

次のいずれかに該当する中小企業者で、具体的で実現可能な経営改善計画を金
融機関と連携して策定しているもの
１　最近時決算において経営赤字の者
２　㈱整理回収機構へ貸付債権が譲渡された者
３　民事再生法等による法的再建手続きを行う者
４　中小企業再生支援協議会から再生支援の認定を受けた者
５　信用保証協会の企業再生支援チームの支援を受けている者
６　㈱地域経済活性化支援機構の支援を受けている者
７　とやま中小企業再生支援ファンドの支援を受けている者

企業再生支援枠

運転資金国または信用保証協会が指定した倒産企業に５０万円以上の債権を有する中小企
業者（事業実績１年未満でも利用可）連鎖倒産防止枠

１　一般枠
　県の融資制度
（県小口事業資
金、小規模企業
者等経営支援短
期資金を除く）
のほか、金融機
関の保証付既往
債務（※２）の
借換え

２　小口枠
　県小口事業資金
の借換え

最近３ヶ月間の売上高が過去３年間のいずれかの年の同期と比べて５％以上減
少しており、経営改善計画を策定し、借換えを行うことにより経営の改善が期
待される中小企業者

緊 急 経 営 改 善 資 金

取扱期間
平成２７年３月３１日まで

※１　中小企業者の経営状況に応じて、保証料率が決定されます。なお、富山県信用保証協会におい
て、設備資金に係る事業資金の独自保証料率割引を実施しています。（平成２８年３月３１日まで）

※２　借換えの対象については、事前に保証協会にご相談ください。
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融　資　申　込　先　等
融　　資　　条　　件

保証料率（※１）
（平成２６年４月１日現在）

融　資　利　率
（平成２６年４月１日現在）期間（うち据置期間）限度額（万円）

取扱金融機関年０．３５%～年１．０５%年１．９０％以内１年以内６００

市町村、商工会議所又は商
工会を経由のうえ取扱金融
機関

※取扱は市町村が特定する
金融機関に限る

年０．６%　保証必須

ただし、特別小口保険
の要件を満たす方

年０．５%

年２．００％以内

設備資金　７年以内
運転資金　５年以内
（ただし、最近決算におい
て２期連続して経常赤字を
計上しており、かつ、県内
の商工会議所、商工会また
は中小企業支援センターに
おいて経営指導を受けてい
る場合は７年以内）

零細小口枠との合計で
１，５００（無担保）

（保証債務残高が１，２５０
万円以下等の条件を満た
す者にあっては、無担保
無保証）

市町村、商工会議所または
商工会を経由のうえ取扱金
融機関

※取扱は市町村が特定する
金融機関に限る

年０．７%　保証必須

ただし、特別小口保険
の要件を満たす方

年０．５%

年２．００％以内

設備資金 ７年以内
運転資金 ５年以内
（ただし、最近決算におい
て２期連続して経常赤字を
計上しており、かつ、県内
の商工会議所、商工会また
は中小企業支援センターに
おいて経営指導を受けてい
る場合は７年以内）

信用保証協会の保証付き
融資残高との合計で
１，２５０（無担保）

（保証債務残高が１，２５０
万円以下等の条件を満た
す者にあっては、無担保
無保証）

商工会議所または商工会の認
定書を添えて取扱金融機関

年０．３５％～年１．０５％
保証必須年１．９０％以内７年以内（１年以内）５，０００

市町村の認定書を添えて取
扱金融機関

年０．３５％～年１．０５％
保証必須

セーフティネット保証
５号利用の場合
年０．５％

年１．４５％以内７年以内（１年以内）８，０００
（既存枠含む）

上記地域産業対策枠の認定
書及び富山、高岡、氷見、魚
津の各商工会議所または富
山県商工会議所連合会の推
薦書を添えて取扱金融機関

年０．３５％～年１．０５％
保証必須年１．９０％以内７年以内（１年以内）１，５００

商工会議所または商工会の
認定書を添えて取扱金融機
関

年０．３５％～年１．０５％
保証必須年１．４５％以内７年以内（１年以内）３，０００

取扱金融機関を経由のうえ
県経営支援課

年０．３５％～年１．０５％
保証必須年１．６５％以内

設備資金
　１０年以内（１年以内）
運転資金
　７年以内（１年以内）

１億円

取扱金融機関年０．６％　保証必須年１．６５％以内７年以内（１年以内）５，０００
（ただし債権額を限度）

商工会議所または商工会の
認定書及び実施計画書を添
えて取扱金融機関

年０．３５％～年１．０５％
保証必須年１．９０％以内１０年以内（１年以内）

１　８，０００
２　１，５００

借換と同額（上限１，０００）
までの新規運転資金を含
む
※運転資金のみ利用不可

兼
献
献
献
験

券
献
献
献
鹸

※県経営支援課　０７６－４４４－３２４８
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１　ベンチャー企業等への投資
　　（公財）富山県新世紀産業機構が新技術、新製品、新サービスの研究開発や事業化といった富
山を元気にする活動に取り組む企業に対し、その発行する株式や社債を引き受けることによって、
長期低利の資金を提供します。

２　地域貢献型事業者への支援
　　地域貢献型事業（地域の資源を活用し、地域の課題を解決し、地域に貢献するコミュニティビ
ジネス）を営むNPO法人等が県制度融資を利用して借入を受ける際に債務保証を行い、活動を
支援します。

元気とやま中小ベンチャー総合支援ファンド事業

県 の 投 資 等 支 援 制 度

１．元気ファンドとは

２．ベンチャー企業等への投資
１　対象者　次のいずれかの要件を満たす者
　①　創業者・創業予定者
　　　事業を営んでいない個人が事業を開始する予定の者又は事業を開始した中小企業者であって、
創業１年未満の者

　②　中小企業新事業活動促進法関連企業
　　　中小企業新事業活動促進法に基づく、経営革新計画の承認又は異分野連携新事業分野開拓計
画の認定を受けた事業を行う者

　③　産学官連携企業
　　　産学官の連携により事業展開（研究開発・技術の実用化等）を行う者又は大学発ベンチャー
企業（大学での研究をもとに教員・学生等が創業するもの）

２　内容
　①　間接投資
　　　機構の原資預託を受けたベンチャーキャピタルから中小企業が投資（株式取得・社債引受）
を受けるもの。

　　【限　度　額】５，０００万円
　　【利　　率】発行時の長期プライムレート以下（固定）
　　【担　　保】不要
　　【償還期間】１０年以内
　②　直接投資
　　　間接投資によりベンチャーキャピタルから投資を受けた中小企業が機構から直接投資（社債
引受）を受けるもの。

　　【限　度　額】１，０００万円
　　【利　　率】発行時の長期プライムレート以下（固定）
　　【担　　保】不要
　　【償還期間】１０年以内
　③　債務保証
　　　中小企業が社債発行による資金調達を行う場合に、機構が債務保証するもの。
　　【保証料率】年０．５％
　　【保証割合】社債引受元本の７０％
　　【保証期間】社債の引受期間



―　　―１４

 
（公財）富山県新世紀産業機構中小企業支援センター　支援マネージャーグループ

〒９３０－０８６６　富山市高田５２７番地（情報ビル１階）
TEL（０７６）４４４－５６０５　　FAX（０７６）４４４－５６４６

連絡先

３．地域貢献型事業者（コミュニティビジネス事業者）への支援
１　対象者
　　地域貢献型事業（コミュニティビジネス）支援枠の融資を受ける者で、信用保証協会の保証制
度の対象とならない者（NPO法人や中小企業者以外の個人、グループ等）

２　内容
　①　債務保証
　　　上記対象者に機構が債務保証するもの
　　【保証料率】年０．８％
　　【保証割合】融資額の７０％
　　【保証期間】融資償還期間

○　融資対象者
　　原則として富山県内の地域で活動を行う方で、県税を完納している方がご利用できます。また、こ
の融資制度の利用の要件としては、
　　①有償で行われ、雇用の対価が支払われる等のビジネス要件を備えていること
　　②福祉、環境、まちづくり等、地域の課題を地域の資源で解決する等、地域に貢献する事業で

あること
　　③活動の拠点となる商工会議所、商工会の認定を受けていること
　　以上の３点を全て満たしていることが条件であり、これらの要件を満たす場合は、これからコミュ
ニティビジネスを行おうとしている方でも対象となります。
　　中小企業者以外の個人、グループ、NPO法人等も融資の対象者としています。
○　融資内容

設備資金、運転資金資 金 使 途
２，０００万円限 度 額
設備資金７年以内（うち据置期間１年以内）
運転資金５年以内（うち据置期間１年以内）期 間

１．５０％（平成２６年４月１日現在）融 資 利 率
商工会議所又は商工会の認定書を添えて取扱金融機関を経由のうえ県経営支援課融 資 申 込 先

兼
献
献
献
献
験

券
献
献
献
献
鹸

県制度融資・地域貢献型事業（コミュニティビジネス）支援枠と県制度融資・地域貢献型事業（コミュニティビジネス）支援枠とはは

４．しくみ

ベンチャーキャピタル ベンチャー企業 コミュニティビジネス事業者
（NPO等）

株式取得・社債引受

金融機関

地域貢献型事業
（コミュニティビジネス）支援枠

債務保証

（公財）富山県新世紀産業機構

元気とやま中小ベンチャー
総 合 支 援 フ ァ ン ド

①間接投資
（預託）

③社債債務保証
②直接投資
（社債引受）
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中小企業高度化資金貸付制度
１．中小企業者が、他の事業者との連携若しくは事業の共同化を行い、又は中小企業の集積の活性
化に寄与する事業を行う場合に所要資金の一部を長期、低利で融資する制度です。

小規模企業者等設備導入資金貸付制度
　公益財団法人富山県新世紀産業機構では、県内の小規模企業者等の皆さまが、①経営基盤の強化
を行われるとき、または②新たに事業を起こされる（創業する）ときに必要な設備の導入促進を図
るため、設備資金の貸付を行っています。

◆設備資金貸付制度
　本制度は、企業の経営基盤の強化、または創業のための設備投資を行う事業者の皆さまに、必要
と認められる設備に対して、その資金の５０％以内を限度として無利子で融資する制度です。

対象設備融資対象企業名称

１　経営基盤の強化を図
るために新たに導入す
る必要があると認めら
れる設備

２　事業を行うために必
要があると認められる
設備

①これから創業する者又は創業後１年未
満の者１　原則として、従業員２０人以下（商

業・サービス業５人以下）の小規
模企業者

２　一定要件を満たし、小規模企業
者になることが見込まれる創業者
及び創業予定者

貸 付 ②創業後１年以上５年未満経過したもの

③創業後５年以上経過したもの

その他法律に基づく貸付制度

貸付の相手方内　　　　　　　　　　　容資　金　の　種　類

事業協同組合等
原則組合員等が１０人以上
の組合であること

事業協同組合等の組合員が、工場団地・卸団地等の一定の地区（一の
団地又は主として一の建物）に集合して事業を行うため、工場、事業
場、店舗その他の施設を設置する事業

集 団 化 事 業

事業協同組合等
原則組合員等が１０人以上
の組合であること

事業協同組合等の組合員が、当該組合員が集積している一定の区域（商
店街、工場街又は工業・店舗等の集団化された区域）において、経営
の合理化を図るため、工場、事業場、店舗その他の施設を整備する事
業

集 積 区 域 整 備 事 業

事業協同組合等事業協同組合、共同出資会社等が、共同店舗、共同工場等の建物を設
置する事業施 設 集 約 化 事 業

事業協同組合等事業協同組合等が、組合員の共同利用に供する施設を設置する事業共 同 施 設 事 業

事業協同組合等事業協同組合等が、生産の効率化、経営の合理化、公害防止その他の
改善に必要な設備を一括取得し、組合員に買取予約付で賃貸する事業設 備 リ ー ス 事 業

１　特定会社
　（地方公共団体が出資し、
出資者の２／３以上が中小
企業者など）

２　一般社団法人等
　（一般社団法人にあっては
その社員総会における議決
権、一般財団法人にあって
は、設立時の拠出総額の１
／２以上が地方公共団体及
び事業協同組合等であるこ
となど）

３　商工会、商工会議所

まちづくり会社等が各種コミュニティ施設（コミュニティホール、ポ
ケットパーク等）の整備を行う事業と、併せてショッピングセンター
型の商業店舗の整備を行う事業

商店街整備等支援事業

兼
献
験

券
献
鹸

兼
献
験

券
献
鹸
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２．主要な資金種類別の貸付条件等については次の通りですが、中小小売商業振興法や中心市街地
活性化法などの法律の認定を受けて実施する事業等は無利子貸付けになる場合がありますので、
詳細については、県経営支援課にお問い合わせ下さい。
３．この資金の借入れに当たっては、事業の計画作成段階から、県の指導、診断を受ける必要があ
りますので、計画が具体化する前に、県経営支援課（TEL０７６－４４４－３２４９）にご相談下さい。

（利率については、変更になることがあります。）

 
（公財）富山県新世紀産業機構

中小企業支援センター　取引設備支援課
〒９３０－０８６６　富山市高田５２７番地

TEL（０７６）４４４－５６０２　　FAX（０７６）４４４－５６４４

連絡先

申　込　先
融　　資　　条　　件

担　　保保証人償還方法期　間利　率限　度　額（万円）

富山県新世紀産業機構

・貸付対象設備を
譲渡担保
・その他不動産担
保を徴求する場
合がある。

法人は
３名
個人は
２名
うち１名
は第三者

均等年賦の約束
手形による

７年以内
（１年据置）
公害防止設備に
ついては１２年以
内（１年据置）

無利子

対象設備額の１／２以内
①２５～４，０００

対象設備額の１／２以内
②５０～６，０００

対象設備額の１／２以内
③５０～４，０００

兼
献
験

券
献
鹸

貸　付　限　度償還方法貸　付　期　間
（うち据置期間）貸付利率貸　付　対　象　施　設

整備資金（貸付対象施設を
取得し、造成し、又は設備
するのに必要な資金）の
８０％以内

年賦
（元金均等償還）２０年以内（３年以内）年０．８５％

集団化に必要な土地、建物、構築
物、設備（共同施設等の設備に限
る。）

〃〃〃〃
施設整備に必要な土地、建物、構
築物、設備（共同施設等の設備に
限る。）

〃〃〃〃共同化に必要な土地、建物、構築
物、設備

〃〃〃〃共同利用に必要な土地、建物、構
築物、設備

〃〃当該設備の耐用年数を勘案して
知事が定める期間〃リースに必要な設備、附属設備

〃〃２０年以内（３年以内）無利子商店街整備等支援事業に必要な土
地、建物、構築物、設備
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政府系金融機関等による金融一覧１

※商工中金には上記のほか独自の総合支援策がありますので、詳細は商工中金へお尋ね下さい。

株式会社日本政策金融公庫 国民生活事株式会社日本政策金融公庫　国民生活事業業

株式会社商工組合中央金株式会社商工組合中央金庫庫

資　金　使　途融　　資　　対　　象制　　度　　名

運転資金
設備資金

資本金の額若しくは出資の総額が１億円以下の法人又は常時
使用する従業員の数が１００人以下の法人・個人卸 売 業

普 通 貸 付
（ 一 般 貸 付 ）

資本金の額若しくは出資の総額が５，０００万円以下の法人又は
常時使用する従業員の数が５０人以下の法人・個人小 売 業

資本金の額若しくは出資の総額が５，０００万円以下の法人又は
常時使用する従業員の数が１００人以下の法人・個人サ ー ビ ス 業

特定設備資金資本金の額若しくは出資の総額が３億円以下の法人又は常時
使用する従業員の数が３００人以下の法人・個人

製造業、建設業、
運輸業、その他

運転資金
設備資金

常時使用する従業員が２０人以下（商業・サービス業の場合５人以下）の方で商
工会議所会頭、商工会会長又は都道府県商工会連合会会長の推薦を受けた方経 営 改 善 貸 付

運転資金
設備資金新たに事業を始める方、事業開始後おおむね５年以内の方新 規 開 業 資 金

新
　
企
　
業
　
育
　
成
　
貸
　
付

主
　
な
　
特
　
別
　
貸
　
付

運転資金
設備資金

女性又は３０歳未満か５５歳以上の方であって、新たに事業を始める方、事業開始
後おおむね７年以内の方

女性、若者／シニア
起 業 家 資 金

運転資金
設備資金新たに経営多角化、事業転換などにより、第二創業などを図る方など

新 事 業 活 動
促 進 資 金

運転資金
設備資金新たに事業を始める方または事業開始後で税務申告を２期終えていない方新創業融資制度

※各種融資制度の内容につきましては、変更になる可能性があります。
※「東日本大震災復興特別貸付」や「設備資金貸付利率特例制度」をお取り扱いしています。詳細は当公庫（国民生活事
業）へお尋ね下さい。

資　金　使　途融　　資　　対　　象制　　度　　名

運転資金
設備資金

商工中金の株主となっていただいている中小企業の各種団体とその構成員
（注）このほか中小企業の共同出資会社やメンバーの皆様方の海外法人等も融資

対象となります。
一 般 貸 付
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株式会社日本政策金融公庫　富山支店国民生活事業０７６－４３１－１１９１　高岡支店国民生活事業０７６６－２５－１１７１

申　込　先
貸　　付　　条　　件

担　保　等期　　　間利　　　率限　度　額

国民生活事業

保証人、担保（不動産、
有価証券等）などにつ
きましてはお客様のご
希望を伺いながらご相
談させていただきます

運転　５年以内（※１）
（うち据置期間１年以内）設
備　１０年以内
（うち据置期間２年以内）

お使いみち、ご返済
期間、担保・保証人
の有無等によって異
なる利率が適用され
ます。詳細は当公庫
（国民生活事業）へ
お尋ね下さい

４，８００万円

２０年以内
（うち据置期間２年以内）７，２００万円

商工会議所、商工会等無

運転　７年以内
（うち据置期間１年以内）
設備　１０年以内
（うち据置期間２年以内）

２，０００万円

国民生活事業

保証人、担保（不動産、
有価証券等）などにつ
きましてはお客様のご
希望を伺いながらご相
談させていただきます

運転　５年以内（※１）
（うち据置期間６ヶ月以内）

（※２）
設備　１５年以内（※４）
（うち据置期間３年以内）

７，２００万円
（うち運転資金４，８００万円）

運転　５年以内（※１）
（うち据置期間１年以内）
設備　１５年以内（※４）
（うち据置期間２年以内）

７，２００万円
（うち運転資金４，８００万円）

運転　５年以内（※１）
（うち据置期間１年以内）

（※３）
設備　１５年以内（※４）
（うち据置期間２年以内）

７，２００万円
（うち運転資金４，８００万円）

無

運転　５年以内（※１）
（うち据置期間６ヶ月以内）
設備　１５年以内
（うち据置期間６ヶ月以内）

３，０００万円
（うち運転資金１，５００万円）

※１　特に必要な場合は７年以内
※２　特に必要な場合は１年以内
※３　特に必要な場合は３年以内
※４　特に必要な場合は２０年以内

株式会社商工組合中央金庫　富山支店０７６－４４４－５１２１　高岡支店０７６６－２５－５４３１

申　込　先
貸　　付　　条　　件

担　保　等期　　　間利　　　率限　度　額

商工中金
商工中金の代理店
になっている信用
組合、信用金庫で
もご利用いただけ
ます。

必要と認めるもの
要

運転　原則として１０年以内
（据置期間２年以内）
設備　原則として１５年以内
（据置期間２年以内）

商工中金
所定利率

兼
献
献
献
献
験

券
献
献
献
献
鹸
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政府系金融機関等による金融一覧２

株式会社日本政策金融公庫 国民生活事株式会社日本政策金融公庫　国民生活事業業

資　金　使　途融　　資　　対　　象制　　度　　名

運転資金
設備資金

廃業歴のある方など、一定の要件に該当する方であって、新たに事業を始め
る方
又は事業開始後おおむね５年以内の方

再 チ ャ レ ン ジ
支 援 融 資

新
企
業
育
成
貸
付

主
　
　
な
　
　
特
　
　
別
　
　
貸
　
　
付

運転資金
設備資金情報化投資を行う方Ｉ Ｔ 資 金

企

業

活

力

強

化

貸

付

運転資金
設備資金

卸売業、小売業、飲食サービス業またはサービス業を営む方で、店舗の新築・
増改築や機械設備の導入を行う方など

企 業 活 力
強 化 資 金

運転資金
設備資金海外展開を図る方海 外 展 開 資 金

運転資金
設備資金

社会貢献型事業を営む方、承認企画立地計画などに従って事業を行う方
または雇用創出効果が見込まれる方など

地域活性化・雇用
促 進 資 金

運転資金
設備資金

非化石エネルギー設置や省エネルギー効果の高い設備を導入する方または環
境対策の促進を図る方

環境・エネルギー
対 策 資 金

環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
貸
付

設備資金
一部運転資金

食品関係の小売・製造小売業または花き小売業を営む方で、店舗の新築・増
改築、機械設備の導入、フランチャイズチェーンへの加盟などを行う方食 品 貸 付

運転資金
設備資金

中小企業再生支援協議会の関与もしくは民事再生法に基づく再生計画の認可
などにより企業の再建を図る方または事業を承継する方

企業再建・事業
承 継 支 援 資 金

企
業
再
生
貸
付

※「東日本大震災復興特別貸付」や「設備資金貸付利率特例制度」をお取り扱いしています。詳細は当公庫（国民生活事
業）へお尋ね下さい。
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株式会社日本政策金融公庫　富山支店国民生活事業０７６－４３１－１１９１　高岡支店国民生活事業０７６６－２５－１１７１

申　込　先
貸　　付　　条　　件

担　保　等期　　　間利　　　率限　度　額

国民生活事業

保証人、担保（不動
産、有価証券等）な
どにつきましてはお
客様のご希望を伺い
ながらご相談させて
いただきます

運転　５年以内（※１）
（うち据置期間１年以内）
設備　１５年以内
（うち据置期間３年以内）

お使いみち、ご返済
期間、担保・保証人
の有無等によって異
なる利率が適用され
ます。詳細は当公庫
（国民生活事業）へ
お尋ね下さい

７，２００万円
（うち運転資金４，８００万円）

運転　５年以内（※１）
（うち据置期間１年以内）
設備　１５年以内
（うち据置期間２年以内）

７，２００万円
（うち運転資金４，８００万円）

運転　５年以内（※１）
（うち据置期間１年以内）
設備　２０年以内
（うち据置期間２年以内）

７，２００万円
（うち運転資金４，８００万円）

運転　５年以内（※１）
（うち据置期間１年以内）

（※４）
設備　１５年以内
（うち据置期間３年以内）

７，２００万円
（うち運転資金４，８００万円）

運転　５年以内（※１）
（うち据置期間１年以内）
設備　１５年以内（※３）
（うち据置期間２年以内）

７，２００万円
（うち運転資金４，８００万円）

運転　５年以内（※１）
（うち据置期間１年以内）

（※４）
設備１５年以内
（うち据置期間２年以内）

７，２００万円
（うち運転資金４，８００万円）

運転　原則　５年以内
（うち据置期間原則１年以内）
設備　原則　１３年以内
（新規開業支援設備資金などは
原則１５年以内（※５））
（うち据置期間原則２年以内）
（新規開業支援設備資金などは
原則３年以内）

７，２００万円
（事業協同組合は

１億１，０００万円）
（うち運転資金４，２００万円）

運転　５年以内（※１）
（うち据置期間１年以内）

（※４）
設備　１５年以内
（うち据置期間２年以内）

７，２００万円
（うち運転資金４，８００万円）

※１　特に必要な場合は７年以内
※２　特に必要な場合は１５年以内
※３　一部の対象者が特に必要な場合は２０年以内
※４　特に必要な場合は２年以内
※５　特に必要な場合は２０年以内
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政府系金融機関等による金融一覧３

株式会社日本政策金融公庫 国民生活事株式会社日本政策金融公庫　国民生活事業業

資　金　使　途融　　資　　対　　象制　　度　　名

設備資金生活衛生関係の事業を営む方一 般 貸 付

生

活

衛

生

貸

付

運転資金
設備資金

生活衛生関係の事業を営む方であって振興計画の認定を受けた生活衛生同業組
合の組合員の方振 興 事 業 貸 付

運転資金
設備資金

生活衛生関係の事業を営む小規模事業者の方（常時使用する従業員の数が５人
以下の会社または個人）であって、生活衛生同業組合（組合が設立されていな
い場合は、生活衛生営業指導センター）の長の推薦を受けた方

生活衛生改善貸付

運転資金
設備資金

社会的、経済的な環境の変化などにより、一時的に業況の悪化を来している方
で中長期的に業況が回復し、かつ、発展することが見込まれる方経営環境変化資金

セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
貸
付

運転資金金融機関との取引状況の変化により、一時的に資金繰りに影響を来している方
で中長期的に資金繰りが改善し、経営が安定することが見込まれる方金融環境変化資金

運転資金取引企業などの倒産により、経営に困難を来している方
取 引 企 業 倒 産
対 応 資 金

※「東日本大震災復興特別貸付」や「設備資金貸付利率特例制度」をお取り扱いしています。詳細は当公庫（国民生活事
業）へお尋ね下さい。
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申　込　先
貸　　付　　条　　件

担　保　等期　　　間利　　　率限　度　額

国民生活事業

保証人、担保（不動産、
有価証券等）などにつ
きましてはお客様のご
希望を伺いながらご相
談させていただきます

１３年以内
（一般公衆浴場は３０年以内）
（独立開業設備資金は１５年以
内（特別な場合は２０年以内））
（うち据置期間１年以内（返
済期間が７年超の場合２年以
内））

お使いみち、ご返済
期間、担保・保証人
の有無等によって異
なる利率が適用され
ます。詳細は当公庫
（国民生活事業）へ
お）尋ね下さい

７，２００万円～４億円
業種によって異なります

生活衛生同業組合

運転　５年以内（※１）
（うち据置期間６ヶ月以内）

（※２）
設備　１８年以内
（うち特別な場合は２０年以
内）
（据置期間２年以内）

　運転　　５，７００万円　　　
設備　１億５，０００万円～
　　７億２，０００万円

業種によって異なります

無

運転　７年以内
（うち据置期間１年以内）
設備　１０年以内
（うち据置期間２年以内）

１，５００万円

国民生活事業

保証人、担保（不動産、
有価証券等）などにつ
きましてはお客様のご
希望を伺いながらご相
談させていただきます

運転　５年以内（※３）
（うち据置期間１年以内）

（※４）
設備　１５年以内
（うち据置期間３年以内）

４，８００万円
（※生活衛生貸付は５，７００万円）

運転　５年以内（※３）
（うち据置期間１年以内）
（※４）
設備　１５年以内
（うち据置期間３年以内）

別枠４，０００万円以内

５年以内（※３）
（うち据置期間３年以内）別枠３，０００万円以内

※１　特に必要な場合は７年以内
※２　特に必要な場合は１年以内
※３　特に必要な場合は８年以内
※４　特に必要な場合は３年以内

株式会社日本政策金融公庫　富山支店国民生活事業０７６－４３１－１１９１　高岡支店国民生活事業０７６６－２５－１１７１
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政府系金融機関等による金融一覧４

株式会社日本政策金融公庫 中小企業事業【直接貸付株式会社日本政策金融公庫　中小企業事業【直接貸付】】

特定事業を営む中小企業の方
◆次の業種の方は対象になりません：農業、林業、漁業、金融保険業（保険媒介代理業及び保険サ

ービス業を除く）及び不動産業のうち住宅及び住宅用土地賃
貸業、医療、福祉（福祉医療機構の貸付対象とならないもの
を除く）など

◆中小企業の規模
　・製　造　業：資本金３億円以下又は従業員３００人以下
　・卸　売　業：資本金１億円以下又は従業員１００人以下
　・小　売　業：資本金５千万円以下又は従業員５０人以下
　・サービス業：資本金５千万円以下又は従業員１００人以下

貸付条件
資　金　使　途融　　資　　対　　象制　　度　　名 限度額

（特別利率適用限度）

６億円設備資金
長期運転資金

高い成長性が見込まれる新たな事業を行う中小企業者であっ
て、一定の条件を満たす方新 事 業 育 成 資 金

７億２千万円
（２億５千万円）

設備資金
長期運転資金

①「経営革新計画」の承認を受けた方
②「農商工連携計画」又は「異分野連携新事業分野開拓計画」
の認定を受けたプロジェクトに係る連携体を構成する方

③「地域産業資源活用事業計画」の認定を受けた方など
新事業活動促進資金

７億２千万円
（２億５千万円）

設備資金
長期運転資金

情報技術の普及変化に関連した事業環境の変化に対応するた
めの情報化投資を行う方ＩＴ活用促進資金

７億２千万円
（２億５千万円）

設備資金
長期運転資金

特定の地域において一定の雇用創出効果が見込める設備投資
を行う方、「企業立地計画」又は「事業高度化計画」の承認を
受けた方など

地域活性化・雇用
促 進 資 金

７億２千万円
（２億５千万円）

設備資金
長期運転資金

経営の近代化、合理化及びものづくり基盤技術の高度化を進
める方企業活力強化資金

７億２千万円設備資金
長期運転資金

一時的な売上高の減少等業況が悪化している方、社会的な要
因による業況悪化により資金繰りに支障をきたしている方な
ど

経 営 環 境 変 化
対 応 資 金

※融資利率について、信用リスク・融資期間等に応じて所定の利率が適用または上乗せされます。詳細は窓口でお尋ね下さ
い。
※各種融資制度の内容につきましては、変更になる可能性があります。
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申　込　先
貸　　付　　条　　件

担　保　等期　　　間利　　　率

中小企業事業窓口

◆保証人（経営責任者の方）が必要です。ただ
し、一定の要件を満たす場合には、経営責任
者の方の個人保証を免除又は猶予する制度も
あります。
◆担保設定の有無、担保の種類等についてはご
相談のうえ決めさせていただきます。

〈固定金利型〉
設備　１５年以内
運転　７年以内

特別利率③
ただし６年目以降は基準利率

＋０．２％
－０％～０．２％

〃〃設備　２０年以内
運転　７年以内

基準金利①，③
－０％～０．２％

〃〃設備　１５年以内
運転　７年以内

基準金利
特別利率
①，②

〃〃設備　２０年以内
運転　７年以内

基準金利
特別利率①，②，③
－０％～－０．４％

〃〃設備　２０年以内
運転　７年以内

基準金利
特別利率①，②，③

〃〃設備　１５年以内
運転　８年以内

基準利率
－０％～－０．５％

株式会社日本政策金融公庫　富山支店中小企業事業　０７６－４４２－２４８３
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政府系金融機関等による金融一覧５

株式会社日本政策金融公庫 中小企業事業【直接貸付株式会社日本政策金融公庫　中小企業事業【直接貸付】】
貸付条件

資　金　使　途融　　資　　対　　象制　　度　　名 限度額
（特別利率適用限度）

別枠３億円設備資金
長期運転資金

金融機関との取引状況の変化により、一時的に資金繰りが悪
化している方

金 融 環 境 変 化
対 応 資 金

７億２千万円
（２億５千万円）

設備資金
長期運転資金

〈アーリーDIP〉
民事再生法の規定による再生手続開始の申立て等を行った方

事業再生支援資金
〈レイターDIP〉
民事再生法に基づく再生計画の認可決定等を受けた方

７億２千万円設備資金
長期運転資金

経営改善又は経営再建等に取り組む方、倒産した企業、経営
難の状態にある企業や後継者不在等により事業継続が困難と
なっている企業から事業を承継する方、経営の安定化を図る
ため自己株式を取得する方など

企業再建・事業承継
支 援 資 金

適用する特別貸付
制度の貸付限度額設備資金

特別貸付制度による設備資金の貸付を受ける方で要件に該当
する方
（一部ご利用いただけない貸付制度もあります）

設備資金貸付利率
特 例 制 度

兼
献
験

券
献
鹸

名古屋中小企業投資育成株式会名古屋中小企業投資育成株式会社社

※このほか海外展開資金、環境・エネルギー対策資金等各種特別貸付があります。
※融資利率について、信用リスク・融資期間等に応じて所定の利率が適用または上乗せされます。詳細は窓口でお尋ね下さ
い。
【代理貸付】
　当公庫中小企業事業の代理店の窓口にご相談ください（ほとんどの銀行、信用金庫、信用組合が代理店です）。

貸付条件資　金　使　途融　　資　　対　　象区　　　　　分

増資後議決権比率の
５０％以内

新株予約権付社債
等の場合は、引受
時において当該予
約権を行使したと
仮定した場合、議
決権比率が５０％以
内となる範囲

設備資金
運転資金

経営に特色があり成長意欲のある企業
《投資の種類》
・増資に際して発行される株式の引受
・新株予約権付社債の引受
・新株予約権の引受

一 般 投 資

先端的・独創的な技術またはノウハウをもつ研究開発型企業
《投資の種類》
・増資に際して発行される株式の引受
・新株予約権付社債の引受
・新株予約権の引受

ベンチャービジネス
投 資

創業資金

起業家が会社を設立する場合や既存企業か新規事業へ進出を
図るために新会社を設立する場合、もしくは設立後５年以内
の企業
《投資の種類》
①設立新株投資
・株式会社の設立に際して発行される株式の引受
②創業期投資
・増資に際して発行される株式の引受
・新株予約権付社債の引受
・新株予約権の引受

創業投資（設立新株
投資・創業期投資）

兼
献
献
献
献
献
献
献
験

券
献
献
献
献
献
献
献
鹸

※株式会社日本政策金融公庫中小企業事業でも申し込みの取次をしています。
※なお、投資した後は資本金が３億円を超えても、追加投資は可能です。
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申　込　先
貸　　付　　条　　件

担　保　等期　　　間利　　　率

中小企業事業窓口

◆保証人（経営責任者の方）が必要です。ただ
し、一定の要件を満たす場合には、経営責任
者の方の個人保証を免除又は猶予する制度も
あります。
◆担保設定の有無、担保の種類等についてはご
相談のうえ決めさせていただきます。

設備資金　１５年以内
運転資金　８年以内基準利率

－０％～－０．５％

〃〃１年基準利率
＋２．５％

〃〃設備資金　１０年以内
運転資金　５年以内

基準利率
＋１．０％

〃〃設備資金　２０年以内
運転資金　７年以内

基準金利
特別利率
①，③

〃〃（適用する特別貸付制
度の期間内）

適用する特別貸付制度に定め
る利率－０．５％

株式会社日本政策金融公庫　富山支店中小企業事業　０７６－４４２－２４８３

条　　　　　　　　　　　　　　　　　件配当・利率

（一般投資）
①資本金３億円以下の株式会社（特例法に該当される場合３億円超でも可）
　投資育成会社の引受けによって、資本金が３億円を超えることは可
②業種は、風俗営業等およびその経営内容が公序良俗に反するもの、または一時的もしくは投機的な
ものは対象外

　製造業・建設業・卸売業・小売業・サービス業など、ほとんどの業種が対象
③原則として、一定水準の利益を上げており、今後も成長発展する見込みがあること

（株式）一定の安定配当をお
願いします

（社債）長期プライムレート
を参考にして決めま
す。

（ベンチャービジネス投資）
①一般投資の①及び②の条件を満たしていること
②先端的・独創的な技術またはノウハウに裏付けられた製品の製造あるいはサービスの提供を行って
いること

③売上高に対する試験研究費の比率が過去２期にわたり３％以上であること
④会社設立後または新事業進出後１０年以内であること

（創業投資）
①設立予定の会社の設立登記時の資本金が、３億円以下の株式会社であること（特例法に該当される
場合３億円超でも可）

②設立予定の会社の業種が、一般投資の②の条件を満たしていること
③設立予定の会社の経営者が、事業の経営に関する知識・経験等を有するなど、その経営力が認めら
れること

④設立予定の会社の事業計画に妥当性が認められ、かつその事業が将来、成長発展する見込があるこ
と

⑤原則として、投資後５年を経過した年度より、一定水準以上の配当が維持できる利益が見込まれる
こと

⑥設立後５年以内の会社の場合には、資本金３億円以下の株式会社（特例法に該当される場合３億円
超でも可）であって、上記②～⑤の条件を満たしていること

名古屋中小企業投資育成株式会社　０５２－５８１－９５４１　URL　http://www.sbic-cj.co.jp/
〒４５０－０００３　名古屋市中村区名駅南一丁目１６番３０号（東海ビル７階）
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主な信用保証制主な信用保証制度度

信 用 保 証 協 会 保 証 制 度

資金使途対　　象　　資　　金　　等制　　度　　名

運転資金
設備資金

中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律に基づいて、個人が創業又は
新たに企業を設立して行う事業の実施に必要な資金創 業 等 関 連 保 証

運転資金
設備資金

産業競争力強化法に基づいて、個人が創業又は新たに企業を設立して行う事
業の実施に必要な資金創 業 関 連 保 証

運転資金
設備資金

過去に経営状況の悪化により事業を廃業もしくは会社を解散した経験を有し、
一定の要件を備える個人が創業または新たに企業を設立して行う事業の実施
に必要な資金

再 挑 戦 支 援 保 証

運転資金
設備資金

中小企業者であって、次に掲げる１から４までの要件をすべて満たすもの
１　法人と経営者個人の資産・経理が明確に分離されていること
２　法人と経営者の間の資金のやりとりが、社会通念上適切な範囲を超えな
いこと

３　法人から適時適切に財務情報等が提供されており、本制度による保証付
融資を実行後も提供すること

４　法人のみの資産・収益力で借入返済が可能であること

経 営 者 保 証
ガイドライン対応保証

運転資金
設備資金中小企業者の発行する社債（私募債）に対する保証中小企業特定社債保証

運転資金
設備資金

売掛債権、棚卸資産を担保とした融資に対する保証（ただし、棚卸資産を担
保とする場合は法人に限る）流動資産担保融資保証

運転資金
設備資金経営の安定に必要な資金（欄外参照：市町村長の認定）

経 営 安 定 関 連 保 証
（セーフティネット保証）

運転資金
設備資金

金融機関と認定経営革新等支援機関の支援を受けつつ、自ら事業計画を策定
し、計画の実行と金融機関への当該計画の進捗報告を行う中小企業者の事業
計画の実施に必要な資金

経 営 力 強 化 保 証

事業再生の計画
の実施に必要な
資金に限る

中小企業再生支擾協議会等の指導又は助言を受けて作成した事業再生計画
（債権者全員の合意が成立したものに限る）に従って事業再生の計画を実施
するために必要な資金

事 業 再 生 計 画
実 施 関 連 保 証
（経営改善サポート保証）

運転資金
設備資金継承事業者が中小企業承継事業再生を実施するために必要な資金中小企業承継事業関連保証

運転資金
設備資金

民事再生手続又は会社更生手続を申立てた中小企業者であって、再生計画認
可後３年が経っていない、かつ再生計画を完遂していない中小企業者の事業
資金

事 業 再 生 保 証

運転資金
設備資金

金融機関の支援が得られており、事業の再建に合理的な見通しが認められ、
一定の要件を備える中小企業者の事業資金事業再生円滑化関連保証

●経営安定関連保証（セーフティネット保証）の利用に係る認定について
　経営安定関連保証を利用する場合は、次のいずれかに該当することについて、本店（個人事業主の方は主たる事業所）の所在地を管轄する市町村長の認定を受け

る必要があります。
（１号）再生手続開始申立等関係
　　　　民事再生手続開始の申立等を行った指定大型倒産事業者に対して５０万円以上の売掛債権又は前渡金返還請求権を有していること、又は同事業者との取引を

２０％以上の規模で行っていること
（２号）事業活動の制限関係
　　　　事業活動の制限を行っている指定事業者との直接又は間接的な取引を２０％以上の規模で行っており、又は指定地域内で１年以上継続して事業を行っており、

売上高等が減少していること
（３号）地域・業種関係
　　　　指定地域内で指定業種に属する事業を１年以上継続して行っており、災害その他突発的に生じた指定事由の発生に起因して、売上高等が減少していること
（４号）地域関係
　　　　指定地域内で１年以上継続して事業を行っており、災害その他突発的に生じた指定事由の発生に起因して、売上高等が減少していること
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富山県信用保証協会　本　　　所　TEL０７６－４２３－３１７１　FAX０７６－４９３－０８２９　〒９３０－８５６５　富山市総曲輪２丁目１番３号
　　　　　　　　　　高岡相談室　TEL０７６６－２１－６８２０　FAX０７６６－２１－６８６４　〒９３３－０９１２　高岡市丸の内１番４０号
　　　　　　　　　　【　〃　相談室（相談日：火曜日・木曜日９：００～１７：００）】URLhttp://www.cgc-toyama.or.jp/

担　　　保保証料率（年）（※１）融　資　利　率保証期間
（うち据置期間）保　証　限　度　額

不要０．８０％金融機関
所定利率

１０年以内
（１年以内）　　　　　　１，５００万円

不要０．８０％金融機関
所定利率

１０年以内
（１年以内）

　　　　　　１，０００万円
ただし、創業関連保証、再挑戦支援
保証を合算して１，０００万円。支援創
業関連保証（注３）に該当する場合
は１，５００万円

不要０．８０％金融機関
所定利率

１０年以内
（１年以内）

　　　　　　１，０００万円
ただし、創業関連保証、再挑戦支援
保証を合算して１，０００万円。支援創
業関連保証（注３）に該当する場合
は１，５００万円

「有担保無担保保
証人要件」に該当
する場合を除き、
不要

０．４５％～１．９０％金融機関
所定利率

一括返済の場合
１年以内
分割返済の場合
運転資金
３年以内（６か月以内）
設備資金
５年以内（６か月以内）

　　　　２億８，０００万円
（組合　　４億８，０００万円）

必要に応じ０．４５％～１．９０％（支払金利）
発行体所定利率２年以上７年以内

〈別枠〉　４億５，０００万円
ただし、社債発行額３，０００万円～
５億６，０００万円　　　　　　　　

流動資産
（ただし、個別保証
の場合は売掛債権）

０．６８％金融機関
所定利率

根保証　１年
（更新２年以内）
個別保証　１年以内

〈別枠〉　 　　　２億円
（ただし、融資限度額は２億５，０００万円）

必要に応じ１～６号　０．８０％
７～８号　０．６８％

金融機関
所定利率定めなし

〈別枠〉　２億８，０００万円
破錠金融機関関連の要件を満たす場合
　　　　３億８，０００万円

（組合　　４億８，０００万円）

必要に応じ

０．４５％～１．７５％
※３

責任共有対象外の既保証を
同額以内で借り換える場合

０．５０％～２．００％
※３

金融機関
所定利率

運転資金
５年以内（１年以内）
設備資金
７年以内（１年以内）
既保証を借り換える場合
１０年以内（１年以内）

　　　　２億８，０００万円
（組合　　４億８，０００万円）

必要に応じ

０．８０％
責任共有対象外の既保証を
同額以内で借り換える場合

１．００％
特別小口保険の要件を満たす場合

０．８０％

金融機関
所定利率

一括返済の場合
１年以内
分割返済の場合
運転資金
１５年以内（１年以内）

　　　　２億８，０００万円
（組合　　４億８，０００万円）

必要に応じ０．４５％～１．９０％金融機関
所定利率１０年以内　　　　２億８，０００万円

（組合　　４億８，０００万円）

必要に応じ２．２０％金融機関
所定利率１０年以内〈別枠〉　 　　　２億円

必要に応じ１．７６％金融機関
所定利率３年以内〈別枠〉　２億８，０００万円

（組合　４億８，０００万円）
※１　すべての保証について、次のいずれかの場合、０．１％の割引きを行います。
　　　・「中小企業の会計に関する基本要領の適用状況」についての公認会計士または税理士による確認書類の添付
　　　　（確認書類『「中小企業の会計に関する基本要領」の適用に関するチェックリスト』（日本税理士会連合会作成書式））
　　　・会計参与設置会社（確認書類：商業登記簿謄本（写））
※２　一部の保証を除き、有担保の場合、０．１％の割引を行います。
※３　原則として、通常の保証料率区分よりも１区分低い料率を適用します。

兼
献
献
験

券
献
献
鹸

兼
献
献
験

券
献
献
鹸

兼
験

券
鹸

兼
献
献
献
験

券
献
献
献
鹸

（５号）業種関係
　　　　指定不況業種に属する事業を行っており、売上が減少していること、又は原油等の仕入価格が上昇しているにもかかわらず製品等価格に転嫁できていない

こと
（６号）破綻金融機関等関係
　　　　破綻金融機関等と金融取引を行っており、金融取引の正常化を図るため、破綻金融機関等からの借入金の返済を含めた資金調達が必要となっていること
（７号）金融取引の調整関係
　　　　指定金融機関の経営の相当程度の合理化（支店の削減等）によって、借入が減少していること
（８号）金融機関の貸付債権の譲渡関係
　　　　整理回収機構又は産業再生機構に対して貸付債権が譲渡され、借入が減少しているが、適切な事業計画等を有し再生の可能性があること
＊「指定」：経済産業大臣の指定
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（公財）富山県新世紀産業機構　中小企業支援制度
中小企業再生支援協議会と中小企業再生支援協議会とはは

　企業再生をお考えの皆さまに、専門知識を持
ったスタッフが、あらゆる角度から再生の取り
組みのお手伝いをいたします。

●公的な協議会
　　当協議会は国から富山県新世紀産業機構が委
託を受けて事業を行う公的な機関です。

　（各都道府県に１ヶ所設置されています）
●専門家が常駐
　　中小企業の再生経験豊かな専門家５名が常駐
し、いつでも相談に応じます。

●地域全体がバックアップ
　　富山県内の中小企業支援団体や金融機関など、
地域が一体となって企業再生をバックアップい
たします。

相談内容   
●企業再生に関する窓口相談の実施と対応策の
アドバイス
●専門家のプロジェクトチームによる経営改善
計画作成支援
●関係機関の再生支援に関する連携の確保
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経営改善支援センターと経営改善支援センターとはは
　金融支援等を必要とする中小企業・小規模事業者が、国の認定を受けた外部専門家（認定支援機
関）の支援を受けて経営改善計画を策定する場合、認定支援機関による経営改善計画策定費用やデ
ューデリジェンス費用、フォローアップ費用につき、総額３００万円を上限として、その２／３を支援
します。
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中央会いんふぉめーしょん

　平成２６年２月１７日、本会は平成２５年度の補正事業
である「中小企業・小規模事業者ものづくり・商業・
サービス革新事業」の富山県地域事務局として、公
募の受付を開始しました。
　本補助金は、製造業・商業・サービス業等の試作
開発、新ビジネスモデル開発、生産プロセスの改善、
生産性向上を含めた中小企業・小規模事業者の事業
革新を支援します。
　１次公募の一次締切（３／１４）、二次締切（５／

１４）の２回にわたって、県内企業から提出された事業計画書を受け付けました。
　一次締切分について厳正に審査を行った結果、下記の企業が採択されました。
　今後は、二次締切分の審査をするとともに、採択された中小企業が補助事業に取り組んでいける
ように手続きを進めていきます。

【一次締切採択企業一覧】
・有限会社作田キャスト ・株式会社三恵ネット ・有限会社谷口鉄工所
・柴田株式会社 ・大栄建材株式会社 ・第一編物株式会社
・株式会社プラクティブ ・コンチネンタル株式会社 ・信栄金型株式会社
・株式会社山口技研 ・北陸テクノ株式会社 ・株式会社堀江商会
・廣川建設工業株式会社 ・株式会社藤岡園 ・いなほ化工株式会社
・杉野味噌醤油株式会社 ・西陵株式会社 ・救急薬品工業株式会社
・株式会社中田鉄工所 ・株式会社寺島研磨工業 ・株式会社興南製工
・株式会社ヤハタセイコー ・株式会社リライエンス ・株式会社ナガエ
・アイティオ株式会社 ・株式会社ワコーテック ・株式会社アースクリエーション
・株式会社グランドワークス ・小矢部繊維工業株式会社 ・株式会社キャステム
・株式会社老子製作所 ・株式会社精田建鉄 ・株式会社ひかり
・株式会社ホクペレ ・株式会社中川製作所 ・新光硝子工業株式会社
・株式会社日吉プランナー ・宮越工芸株式会社 ・有限会社ナカガワ
・株式会社斉藤製作所 ・水口化成株式会社 ・株式会社富山技研
・株式会社クリエイトダイス ・有限会社アンティアンティ ・株式会社野中精機製作所
・株式会社トヨックス ・氷見水産加工業協同組合 ・有限会社中村海産
・株式会社北陸エンジニアプラスチック ・川田食品株式会社 ・東洋ゼンマイ株式会社
・北陸エステアール協同組合 ・有限会社高畠製作所 ・有限会社ケーズメタル
・木村産業株式会社 ・有限会社波多巌木工所
（受付番号順）

「中小企業・小規模事業者ものづくり商業・サービス革新事業」の
１次公募一次締切の採択結果について
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地域中小企業の人材確保・定着支援事業を実施します
　現在、内外の厳しい経営環境、経済情勢を含めた先行きが不透明な中で、採用活動や人材育成を
中小企業単独の取組みだけでは必ずしも十分に行える環境ではありません。
そこで本会では、中小企業・小規模事業との顔の見える関係から、新卒者等の採用・定着までを一
貫して支援する「地域中小企業の人材確保・定着支援事業」を実施します。
〈予定している合同企業説明会の日程〉

開催場所イベント名称開催日時
ウインクあいち
（名古屋市）

チャレンジングカンパニー富山２０１５ in名古屋
富山県Uターン合同企業説明会名古屋会場

６月２３日月
１３：３０～１６：００

金沢工業大学
（石川県）

チャレンジングカンパニー富山２０１５ in金沢工業大学
金沢工業大学学内合同企業説明会

６月２８日土
１３：３０～１６：００

富山大学
（富山市）チャレンジングカンパニー富山２０１５ in富山大学７月２日水

時間未定
とやま自遊館
（富山市）

第３回チャレンジングカンパニー富山２０１５
合同企業説明会　

８月１日金
１３：３０～１６：００

とやま自遊館
（富山市）

第４回チャレンジングカンパニー富山２０１５
合同企業説明会

８月２２日金
１３：３０～１６：００

富山短期大学
（富山市）チャレンジングカンパニー富山２０１５in富山短期大学１０月下旬頃

時間未定

※他にも、中小企業と大学生等との交流の場の設定や、中小企業の若手従業員の定着支援に向けた
事業も行っていきます。
〈学生と中小企業の職の広場ＷＥＢ〉
　本事業の一環として「学生と中小企業の職の広場ＷＥＢ」を開設しており、求人情報や各種イベ
ントの案内を掲載しております。２０１５年３月新規学卒者採用を予定されておられます県内中小企業
の登録を募集しておりますので、是非ご利用ください。
○新規登録手順
「学生と中小企業の職の広場ＷＥＢ」にアクセスいただき、下記の手順にてお申し込みください。
　①トップページの左側メニュー下部の「企業の方はこちらから」に進む。
　②右下の「企業情報の登録について」に進む。
　③右下の「企業の登録はこちらから」へ進む。
　④利用規約をご一読のうえページ下部の「同意する」をクリ
ックする。

　⑤フォームに従い、企業情報の必要事項を入力、確認画面に
て問題がなければ送信する。

　⑥事務局にて内容を確認後、ＩＤとパスワードをメールにて
発行します。

　⑦ＩＤとパスワードが届きましたら、「企業の方はこちらか
ら」よりログインし、採用情報を入力してください。

　中小企業と職の広場ＷＥＢ
　（http://www.chuokai-toyama.or.jp/job/）
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消費税転嫁対策窓口相談等事業を平成２６年度も引き続き実施します
　平成２６年４月１日から消費税率が従来の５％から８％に引き上げられ、さらに平成２７年１０月に
１０％の引上げが予定されています。中小企業の皆様におかれましては、価格表示の方法、下請取引
対策、資金繰り対策など様々な課題に直面されていると思います。
　このようなことから、本会では、税理士による「専門家個別相談窓口」の開設並びに、弁護士、
税理士等の各専門家を派遣し、ご希望の時間と場所でご相談に応じる「専門家派遣事業」を平成２６
年度も引き続き実施いたします。
　ご相談・専門家派遣に係る費用は無料ですので、お気軽にご利用ください。

《専門家個別相談窓口》
　○開設日時：毎週水曜日　１４：００～１７：００
　　開設日の日程
　　【平成２６年】

日月日月
２日、９日、１６日、２３日７月４日、１１日、１８日、２５日６月
３日、１０日、１７日、２４日９月６日、１３日、２０日、２７日８月
５日、１２日、１９日、２６日１１月１日、８日、１５日、２２日、２９日１０月

３日、１０日、１７日、２４日１２月

　○開設場所：富山流通会館１階第３会議室（富山市問屋町１丁目３－１８）
　○専門家：税理士（北陸税理士会会員）※ご相談いただく税理士は、相談日により異なります。

《専門家派遣事業》
　○このような場合にご活用ください。
　　・役員会や組合員が集まる機会に、制度等について説明してもらいたい。
　　・事務所を空けることができない。
　　・講習会や窓口相談開設日に日程が合わず行くことができない。
　○専門家派遣について
　　組合事務所等ご指定の場所に、専門家と当会指導員が伺い、消費税転嫁対策等についてご質問・
ご相談に応じます。
　○専門家
　　税理士・公認会計士・弁護士・中小企業診断士・司法書士・社会保険労務士

《お申込み・お問合せ先》
　本会流通・労働支援課

　　【平成２７年】

日月日月
４日、１１日、１８日、２５日２月７日、１４日、２１日、２８日１月
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第５９回通常総会を開催しました
　本会では、平成２６年５月２９日木午後２時から富山商工会議所ビル１０階大ホールにおいて、第５９回
通常総会を開催しました。
　総会は、黒田会長の開会あいさつで始まり、富山県知事、富山県議会議長の来賓祝辞のあと、朝
日副会長を議長に選任し、議案審議に入りました。
　第１号議案　平成２５年度事業報告書、収支決算、財産目録、貸借対照表及び損益計算書承認の件
　第２号議案　平成２６年度事業計画及び収支予算決

定の件
　第３号議案　平成２６年度経費の賦課及び徴収方法

決定の件
　第４号議案　平成２６年度役員報酬決定の件
　第５号議案　平成２６年度取引銀行及び借入金残高

の最高限度額決定の件
　第６号議案　役員選挙の件
　第１号議案から第５号議案までは原案どおり承認、
決定された。第６号議案の役員選挙では、指名推選により会長１名・理事４０名・監事４名の選考を
行い、黒田輝夫会長が４期目となる再選をするとともに、臨時理事会において役職理事の選任を行
いました。
　また議案審議に先立ち、昨秋及び今春に栄典を授与された方々に対し、記念品の贈呈を行いまし
た。

〈役　員　名　簿〉

氏　　　名役　　　職氏　　　名役　　　職氏　　　名役　　　職
中川　宗佳同黒田　　昭常 任 理 事田中　一郎理事・相談役
西村　亮彦同小川　健一同黒田　輝夫会　　　　長
藤井　　均同平野　平幸同朝日　重剛副 会 長
藤川　幸造同荒井　　弘理　　　　事増岡　一郎同
松田　治男同荒木　　博同髙田　順一同
道原　英克同今井　兼二同廣瀬　宏一同
宮岸　哲也同金山　宏明同津根　良孝同
吉岡　八義同金三津　貢同増川　茂則専 務 理 事
吉田　榮一同黒田　辰春同武内　繁和常 任 理 事
渡邊　史雄同斉藤　靖弘同小林　　稔同
江下　　修同坂井　彦就同谷　　一雄同
石川　勝康監　　　　事酒井　正人同中井　敏郎同
上田　清作同嶋　　安夫同永田　義邦同
木谷　松雄同高木　悦朗同奥井　健一同
高桑　良昭同釣　　松男同上田　　峻同
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伝統工芸高岡漆器協同組合さ伝統工芸高岡漆器協同組合さんんよよ
りりこんにちはこんにちは伝統工芸高岡漆器協同組合さんよ
りこんにちは

　富山に数多く根付く伝統工芸品。近年の需要の低迷に対し、現代の生活に適した用途やデザイン
の商品開発をし、伝統を承継しつつも新たな動きを見せています。今回は、高岡の伝統産業である「高
岡漆器」を製造している伝統工芸高岡漆器協同組合を紹介します。

◆組合のあゆみ
　組合の歴史は古く、その前身である高岡漆
器購買販売組合が設立されたのは明治４５年ま
でさかのぼります。
　その後多少の名称変更を経て、昭和４９年に
「伝統工芸品産業の振興に関する法律」が制
定、高岡漆器が産地指定されたことを受け、
業界の振興発展のため伝統工芸高岡漆器協同
組合となりました。
　近年では、中央のデザイナーとのコラボレ
ーションによる商品化が積極的に行われてい
ます。

◆様々な地域貢献
　平成１８年より、市内の全ての小・中・特別
支援学校の計３９校を対象に高岡市が実施して
いる「ものづくり・デザイン科」への講師の
派遣を行っています。児童・生徒に伝統工芸
品である漆器の制作を通してものづくりの苦
労と喜びを実感してもらうため、全面的な協
力体制を敷いています。
　また、組合ではその他にも、高岡地場産業

センターで毎年「高岡漆器に親しむつどい」
を開催しており、小学生時代に、そこでの製
作体験をきっかけに、大学で工芸を勉強して
いる学生もおり一定の成果をあげています。
　その他にも、市内を走る路面電車「万葉線」
の新型車両には高岡漆器の螺鈿細工で製作し
たエンブレムが飾られているのをはじめ、高
岡のシンボルとなる看板、広告塔などに高岡
漆器の漆工技術が活用されており、まちづく
りの面でも貢献しています。

◆今後に向けて
　ライフスタイルの変化や安価な外国製品の
輸入に加え、景気の低迷による個人消費の落
ち込みにより、高岡漆器の販売額も伸び悩ん
でいる今、業界では従業員の減少や高齢化に
直面し、若手後継者を確保しにくい状況であ
ります。
　組合では、現代人の生活に合うようなモダ
ンなセンスに質の高い伝統を融合させた漆器
製品の開発に取り組むとともに、「ものづく
り・デザイン科」や「高岡漆器に親しむつど
い」に今後も積極的な協力を続け、伝統工芸
の伝承、後継者の育成に努めていきます。
　新たに見せる動きは県内だけにはとどまり
ません。
　日本の祭りには欠かすことのできない山車。
　毎年５月１日に開かれる高岡御車山祭で引
き回される国指定重要民俗文化財の山車は、
高岡の漆工の技が凝縮された豪華絢爛な山車
であります。その山車の老朽化・破損等は避
けられないものでありますが、県内にとどま
らず県外からも山車の修復の受注を目指し、
職人たちの洗練された技術と高岡漆器の素晴
らしさを全国に発信していきます。

ものづくりデザイン科

高岡漆器に親しむつどい

【組合概要】
組合名称　伝統工芸高岡漆器協同組合
設　　立　昭和５０年２月７日
住　　所　高岡市開発本町１－１
理 事 長　氏家　史貴
組合員数　６３名
TEL　０７６６－２２－２０９７　FAX　０７６６－２６－９０８０
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元気印！青年部・女性部

富山県中小企業レディース連絡会

「組合女性部研究会」を開催しました
　３月１０日月、黒部市宇奈月国際会館において宇奈月温泉旅館協同組合・かたかご会を対象に研究
会を開催し、組合女性部約６０名が出席しました。
　かたかご会濱田会長の挨拶ののち、講師であるコスモ生涯アカデミー　尾山敦子氏から、「おもて
なし向上～お客様に満足していただくサービスとは～」をテーマに講演がありました。
　尾山氏からは来春に迫った北陸新幹線の開通を見据えたおもてなしについて以下の通りお話があ
りました。
・いつも自分に不足を感じていたり、不満を感じて
いたりすると、お客様に不快感を与えてしまう。
・お客様に、子供の頃に我が家に帰ったような安ら
ぎの場を提供するようにしなければならない。
・お客様に対し、温かく接し、共感し、誠実である
ことが大事。クレームを受けることがあるが、ポ
ジティブ思考で切替えし、悪い点を気づかされた
ことに感謝していくこと。
　講演ののち、活発な意見交換がされていました。

組合青年部代表者会議・研修会を開催しました

富山県中小企業青年中央会

　２月２８日に「組合青年部代表者会議・研修会」を、富山県民会館において開催しました。
　組合青年部代表者会議では、まずは事務局より、組合青年部や青年中央会の役割等についての説
明が行われました。
　組合青年部研修会では、株式会社富山グラウジーズ代表取締役社長黒田祐氏を講師に迎え、「富山
グラウジーズが取り組む地域活性化」をテーマに以下の通り講演がありました。
・「プロスポーツは強くなければ、たくさんの感動を与えられない」との考え方から、近年は選手や

スタッフにかける人件費を増やし、良い選手を
獲得している。

・シーズン開幕前に台湾や韓国の強豪チームを富
山県に呼び親善試合を行っているが、富山県の
企業とも関係が深いため、今後はスポンサーメ
リットを活かした取り組みを行っていくことを
目指している。

　講演ののち、活発な意見交換がされていました。
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組合だより

新会館を竣工しました
　今春、新たに富山県電気工事工業組合の新会館「電工会館」が竣工されました。

富山県電気工事工業組合
富山市上冨居１―７―１２
TEL　０７６－４７１－７５５１
FAX　０７６－４７１－７５５６

組合Ｑ＆Ａ

認可を受けない変更定款による役員選挙の効力について

　役員選挙の方法に指名推選を取り入れるように総会において定款変更の議決をして、
その直後に指名推選の方法により役員の選挙を行ない、選ばれた役員は定款の変更に
つき行政庁の認可があった日に就任するものであることを同総会において確認した。
このような役員の改選は適法か。

Ｑ

Ａ 　定款の変更について行政庁の認可があった日に就任する旨の停止条件が付された役
員の改選であるから、適法であると考える。
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 ほっと一息                   

「こうじ」の豆知識
　「こうじ」には２つの漢字があるのをご存じでしょうか。
　「麹」と「糀」です。どちらも「こうじ」と読み、こうじ屋の店名も「麹屋」と「糀屋」の２種
類があります。両者の違いは何だと思いますか。漢和辞典「新字源」によると、
　「麹」…米や麦など（穀物）を蒸して暖室（麹室）に置き、こうじ菌を繁殖させたもの。
　　　　　酒・味噌などの醸造材料。
　「糀」…［成り立ち］米に花が咲いたように生えるカビの意を表す。
　　　　　［意味］米や麦などを蒸して、こうじ菌を繁殖させたもの。
とあり、意味は全く別の物として扱われています。しかし、感覚的には以下のように使い分けられ
ていると思われます。
　「麹」：穀物（米・麦・豆など）を醸造して作ったもの。米麹・麦麹・豆麹・他
　「糀」：米を醸造して作ったもの。米麹。
　同じ読み方でも違った意味になるのは、面白いですよね。
　皆さんも「こうじ」を手にとった際には、一度漢字をご覧になってみてください。

（情報提供　富山県麹協同組合）

汽汽汽汽汽汽汽汽汽事務局ペンリレー汽汽汽汽汽汽汽汽
　今から５０年ほど前の高度経済成長時代の話です。
　モータリゼーションの急激な進展により街中で
は交通渋滞が深刻な問題となっていました。
　進取の気質に富んだ先人達は、街の中心部に店
を構えるという当時の常識を覆し「郊外に集団で
移転」という大胆な発想を打ち出したのでした。
昭和３７年、協同組合富山問屋センターが産声を上
げたのです。
　幾多の苦労の末、現在の富山市新庄・上冨居の
地に約５万坪の敷地を確保し、昭和４４年には、全
国に先駆け問屋団地の完成を見ました。
　私が組合にお世話になった昭和５７年ころには、新たに隣接の魚市場跡地に団地の拡張計
画が進められていました。そのころの私は、交渉事の随行や会議の下資料作成などの仕事
をしており、すべてが新しい体験であり毎日が勉強でした。その時の経験が今日の組合職
員としての基礎となっていると思っています。
　時の経過とともに成長してきた協同組合は、現在約６万坪の敷地に５０数社の企業が立地
する問屋団地を形成するに至りました。団地内には、樹齢３０年を越す桜並木や商売繁盛を
祈願し造営された問屋稲荷神社があり新緑の時期には境内の欅の大木が芽吹き、サツキが
一斉に咲き誇ります。
　また、富山流通会館は、企業展示会や各種会議、商談会、広く地域の方々にもご利用い
ただいており、新たなビジネスにつながればとの思いから日々の業務に臨んでおりま
す。
　事務局メンバー（写真は向かって右より佐伯さん、筆者、藤田さん）

協同組合富山問屋センター
事務局長　西嶋　寛
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平成２６年度富山県中小企業団体中央会組織図
平成２６年５月２９日現在

流通・労働支援課

参　事　米谷　孝行
（課長事務取扱）
主　任　菅池　有祐
主　任　佐伯真由美
主　事　西尾　裕也
主　事　渋谷　翔一

工業支援課

参　事　伊井　史郎
（課長事務取扱）
副主幹　稲土　佳里
主　任　野上　栄治
主　事　山田　丈晴
主　事　熊野　祐気

総　務　課

参　事　奥平　　稔
（課長事務取扱）
主　任　高橋　里子
主　事　藤井　弘恵

会　　長 黒田　輝夫

専務理事 増川　茂則

理事・事務局長 江下　　修

副 会 長

常任理事

理　　事

監　　事
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